共通様式第1号(第3条関係)

令和　　年度　　補助金等交付申請書
令和　　年　　月　　日　　
　倶知安町長　　　　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　　
	　
	法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名


氏名　　　　　　　　　　印　
事業(事務)名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上記の事業(事務)に関し補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
1　事業(事務)の目的及びその概要
2　事業(事務)の着手及び完了の予定期日
　　着手　　　令和　　年　　月　　日
　　完了　　　令和　　年　　月　　日
3　補助金等交付申請額　　金　　　　　　　　円
共通様式第3号(第3条、第5条、第14条関係)

事業計画(実績)書
	名称
	　

	開催年月日
	　

	開催場所
	　

	参加対象範囲及び参加(予定)人数
	　

	補助事業等の内容
	　

	補助事業等実施による効果
	　

	備考
	　


注1　この様式は、大会等の開催その他これに類する事業等に要する経費に係る補助金等の交付を申請し、又は当該補助金等に関し実績報告をする場合に使用すること。
　2　補助事業等の内容は、事業項目ごとに詳細に記載すること。
　3　この様式には、当該大会等を主催する団体(法人を除く。)の構成員(役員)名簿を添付すること。
　4　実績報告には事業実施写真を添付すること。
共通様式第5号(第3条、第5条関係)

補助金等交付申請額算出調書
	区分
	補助事業等に要する経費
	補助対象経費
	補助率
	補助金等交付申請額
	備考

	
	単価
	数量
	金額
	
	
	
	

	　
	円
	　
	円
	円
	　
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


注1　「区分」欄には、事業又は事務の名称(必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項)を記載すること。
　2　「補助事業等に要する経費」欄には、当該補助事業等に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。
　3　「補助対象経費」欄には、当該補助事業等のうち、補助の対象となる部分に係る経費の額を記載すること。
　4　定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。
通様式第6号(第3条、第5条、第14条関係)

経費の配分調書
	区分
	補助事業等に要する経費
	負担区分
	備考

	
	
	補助(申請)額
	自己負担額
	その他
	

	　
	円
	円
	円
	円
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　


注1　「区分」欄には、経費名又は細分された事業(事務)名を記載すること。
　2　「負担区分」欄中「その他」の欄には、当該補助事業等に要する経費のうち、補助(申請)額及び自己負担額以外で支弁する経費(寄付金等)があるときは、その額を記載し、かつ、その経費の内容を「備考」欄に記載すること。
　3　「備考」欄には、必要に応じ積算の基礎その他必要な事項を記載すること。
共通様式第7号(第3条、第5条関係)

事業予算書
事業(事務)名　　　　　　　　　　
収入の部
	区分
	金額
	備考

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


支出の部
	区分
	金額
	備考

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注1　この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。
　2　「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。
共通様式第8号(第3条関係)

納税対応状況申出書
令和　　年　　月　　日　　
　倶知安町長　　　　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　
	　
	法人の場合は、法人の名称及び代表者の氏名


氏名　　　　　　　　　　　　印　
	納税対応(予定)
	該当項目

	1　免税事業者
	○

	2　簡易課税制度適用者
	　

	3　一般事業者
	　

	　
	(1)　課税売上割合95％以上
	　

	
	(2)　課税売上割合95％未満
	　

	
	　
	ア　一括比例配分方式
	　

	
	
	イ　個別対応方式
	　

	
	
	　
	(ア)　課税売上対応
	　

	
	
	
	(イ)　共通売上対応
	　

	
	
	
	(ウ)　非課税売上対応
	　

	4　公共法人等で特定収入割合5％
	を超える
	　

	
	以下
	　


注1　この申請書は、補助金等交付申請の際に提出すること。ただし、申請時に3及び4に○印を付けた者については、該当の有無について明らかになった時点で再度提出(3のうち(2)のイの(ウ)以外の者を除く。)すること。
　2　1又は2に該当する者は、3及び4の記載は不要
　3　1又は2に該当する以外の者が4の「特定収入割合5％以下」の場合は、3の該当事項にも記載すること。
